
熊本県菊陽町

平成27年度決算財務諸表（簡略版）
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行政
コスト
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対照表
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地方公共団体における貸借対照表（＝バランスシート）とは、これま
での行政活動によって形成された道路、建物や土地などの資産と、
その資産を形成するために要した負債や財源との関係を表したもの
です。

行政コスト計算書（民間では損益計算書）とは、行政コストを種類別に
区分して、どの分野にどれだけ費用がかかっているのか、それに対す
る収入はどれくらいあるのかといった計算を行うようになっています。

１．公共資産

２．投資等

３．流動資産

借方

１．固定負債
２．流動負債

貸方

経常行政コスト

経常収益

資産

負債

純資産

１．人にかかるコスト
２．物にかかるコスト
３．移転支出的なコスト
４．その他のコスト

１．使用料・手数料
２．分担金・負担金・寄附金
３．その他の収益

純経常収益行政コスト

現在町が保有する
資産の総額

（道路や学校、公民館、預金等）

資産形成のための
借金額

資産形成のため
すでに支払った額

行政サービスを
提供するための
コスト（費用）

行政サービスの
直接対価としての

収入

収入を差し引
いた純粋な
コスト（費用）
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純資産
変動
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純資産
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計算書

資金
収支
計算書

資金
収支
計算書

資金収支計算書（＝キャッシュフロー計算書）とは、１年間の自治体にお
ける収入と支出を性質別に分類して、支出と財源の関係など資金の流
れを見るための財務書類です。

純資産変動計算書とは、バランスシートの純資産の部が１年間でどの
ように変動したのかを計算する財務書類です。その計算は、昨年度バ
ランスシートの純資産に対して、どれだけの収入があり、どれだけ収入
を減らすような要因があったかを差し引きして行います。

期首純資産残高

期末純資産残高

△減少要因

増加要因

経常収支

公共資産整備収支

投資・財務的収支

当年度資金増減額

支出、収入

支出、収入

支出、収入

期首資金残高

期末資金残高

昨年度末の
純資産残高

今年度末の
純資産残高

各分野ごとに投
入した現金とそ
のために用いた
収支額

今年度
末の資
金残高

今年度
の資金
増減額

作成基準日 作成基準日は平成28年3月31日としています。ただし、出納整理期間（平成28年
4月1日～5月31日）における出納については、基準日までに終了したものとして
算入します 。

１年基準の採用
１年基準とは、貸借対照表の表示上、流動・固定を分類するにあたり、貸借対照
表の基準日の翌日から１年以内に入金または支払の期限が到来するものを流動
資産または流動負債とし、それ以外のものを固定資産または固定負債とする分
類基準です。



貸 借 対 照 表

（単位：千円）

借 方 貸 方

資産の部 今年度 負債の部 今年度

１．公共資産 １．固定負債

（１）有形固定資産 52,806,891 （１）地方債 13,559,938

（２）売却可能資産 545,706 （２）長期未払金 0

公共資産合計 53,352,597 （３）退職手当引当金 1,743,811

（４）損失補償等引当金 0

２．投資等 固定負債合計 15,303,749

（１）投資及び出資金 80,598

（２）貸付金 4,238 ２．流動負債

（３）基金等 4,388,434 （１）翌年度償還予定地方債 1,191,571

（４）長期延滞債権 244,860 （２）短期借入金 0

（５）回収不能見込額 △ 45,810 （３）未払金 0

投資等合計 4,672,320 （４）翌年度支払退職手当 0

（５）賞与引当金 94,504

３．流動資産 流動負債合計 1,286,075

（１）預金現金 3,806,175 負債合計 16,589,824

（うち現金） 787,787

純資産の部 今年度

（２）未収金 51,531

流動資産合計 3,857,706 純資産合計 42,160,437

資産合計 61,882,623 負債及び純資産合計 58,750,261
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長期延滞債権、回収不能
見込額、未収金

本当は回収できているはずの税や
使用料などの収入未済額が計上さ

れています。

未収金は、ここ１年に新たに発生した収
入未済額、長期延滞債権には何年も前
から返ってきていない収入未済額が計上
されています。

回収不能見込額は過去の不納欠損の実
績から、回収ができないであろう収入未
済額を推計しています。

売却可能資産
「売却可能資産」とは遊休資産もしくは売
却予定の資産です。
計上された売却可能資産は早期処分や利
活用が求められます。

平成27年度において、資産の一部を売却
可能資産として計上しています。

有形固定資産
昭和44年～現在までの普通建設事業に
よって作られた資産の総額が計上されてい
ます。（建物や工作物などは減価償却（簡
易法）済みなので、時価に近いです。）

これまでにどれくらい公共投資を行っ
てきたかがわかります。



貸 借 対 照 表

（単位：千円）

借 方 貸 方

資産の部 今年度 負債の部 今年度

１．公共資産 １．固定負債

（１）有形固定資産 50,854,420 （１）地方債 14,714,909

（２）売却可能資産 13,620 （２）長期未払金 0

公共資産合計 50,868,040 （３）退職手当引当金 1,339,944

（４）損失補償等引当金 0

２．投資等 固定負債合計 16,054,853

（１）投資及び出資金 71,426

（２）貸付金 4,958 ２．流動負債

（３）基金等 4,294,762 （１）翌年度償還予定地方債 1,277,751

（４）長期延滞債権 263,723 （２）短期借入金 0

（５）回収不能見込額 △ 45,204 （３）未払金 0

投資等合計 4,589,665 （４）翌年度支払退職手当 0

（５）賞与引当金 89,222

３．流動資産 流動負債合計 1,366,973

（１）預金現金 3,240,737 負債合計 17,421,826

（うち現金） 874,658

純資産の部 今年度

（２）未収金 51,819

流動資産合計 3,292,556 純資産合計 44,460,797

資産合計 58,750,261 負債及び純資産合計 61,882,623
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賞与引当金
賞与も退職手当のように、支払額を推計して
計上しています。

純資産
資産を形成するにあたって、すでに支出
し終わった金額が計上されます。

一般財源のみならず、受け入れた国県
補助金もここに計上されます。

資産に対する純資産の割合が大き
ければ大きいほど、健全に（借金に
依存しないで）資産を形成すること

ができたといえます。

負債は将来世代の負担、純資
産は現世代の資産です。

負債の割合が少なく、純資産が多
いほうが、より健全な運営を行って
いるといえます。

退職手当引当金
現職員がすべて普通退職した場合の退職
手当を推計しています。

退職手当に対する準備（積立など）を
する必要があります。
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純経常行政コスト
経常費用から経常収益を控除し
たものが計上されます。（コスト
－収入）

ここで計上されたコストが、
サービスに対する直接収入
ではまかないきれなかったコ
ストになるので、税や国県負
担などでまかなわれることに
なります。

経常費用 11,279,250

１．人にかかるコスト

（1）人件費 1,615,766

（2）退職手当引当金繰入額 147,906

（3）賞与引当金繰入額 89,222

２．物にかかるコスト

（1）物件費 1,881,971

（2）維持補修費 81,063

（3）減価償却費 1,615,607

３．移転支出的なコスト

（1）社会保障給付 1,941,687

（2）補助金等 2,185,322

（3）他会計への支出 1,451,140

（4）他団体への公共資産整備補助金等 93,439

４．その他のコスト

（1）支払利息 156,578

（2）回収不能見込額 19,549

（3その他のコスト 0

経常収益 541,135

使用料・手数料 311,586

分担金・負担金・寄附金 229,549

純経常行政コスト
（経常費用－経常収益）

10,738,115

行政コスト計算書
（単位：千円）

経常費用
１．人にかかるコスト
人件費や退職手当等の発生分で
す。

２．物にかかるコスト
物件費や維持補修費などです。
減価償却費もここに入ります。減
価償却費よりも毎年の建設事業
費が小さくなると、バランスシート
の有形固定資産は徐々に小さく
なってきます。

３．移転支出的なコスト
他団体に支出するコスト（繰出や
補助）です。

どの費用にコストがかかっているか
を確認することができます。

経常収益
直接サービスに対する収入（主に
は特定財源）を計上しています。
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（単位：千円）

その他 0

純資産変動計算書

菊
陽
町
の
純
資
産
は
、

平
成
26
年
度
よ
り
も

増
加
し
て
い
ま
す
。

純経常行政コストを補う収入が、一般財源に計上さ
れています。

その他、臨時損益、資産評価換えなどの要因を経
て、最終的に純経常行政コストを収入が補いきれ
ていれば、純資産が昨年度よりも増加します。

純資産が期首（＝昨年度）よりも期末（＝今
年度）のほうが大きくなっていれば、バランス
シートが改善していることとなり、健全な財
政活動を行ったことになります。

期首純資産残高 43,937,350

純経常行政コスト △10,738,115

一般財源

地方税 6,169,628

地方交付税 782,171

その他行政コスト充当財源 1,499,544

補助金等受入 2,828,885

臨時損益 △26,371

資産評価・無償受入 7,705

その他 0

期末純資産残高 44,460,797
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（単位：千円）
資金収支計算書

現行の決算を用途ごとに上記「１．２．３．」に再
分類し、どこに重点的に費用を使ったのかを見
ることが出来ます。

現行の決算の再分類ですので、現金残
高は歳入と歳出の差し引き額と等しくな
ります。

当該年度歳計現金増減額が負の値
＝資金不足が発生した
という意味になります。

１．経常的収支 2,628,244

支出合計 9,264,223

収入合計 11,892,467

２．公共資産整備収支 △648,287

支出合計 1,926,355

収入合計 1,278,068

３．投資・財務的収支 △2,005,127

支出合計 2,309,172

収入合計 304,045

当年度歳計現金増減額 △25,170

期首歳計現金残高 812,957

期末歳計現金残高 787,787


